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富山県社会福祉協議会 経営相談室 月曜～金曜  ※できるだけ「ＦＡＸ経営相談票」（県社協ＨＰに掲載）を 

Mail：manji@wel.pref.toyama.jp  TEL(専用)：076-432-6219 FAX：076-432-6532     ご利用ください 

HP  https://www.toyama-shakyo.or.jp/keiei-soudan/ （富山県社協 HP→相談する→福祉施設の経営相談） 

 

 

 

令和８年８月２０日 No.１８２ 

令和 8年 10月から、同一労働同一賃金に関するガイドラインが改正されます。今回の改正は、前回か

ら 5 年の間の裁判例などを踏まえ、正社員とパートタイム・有期雇用労働者との間の待遇差について、

より具体的な考え方を示したものです。 

同一労働同一賃金とは、正社員と非正規社員の待遇をすべて同

じにするという制度ではありません。職務内容、責任の程度、人

材活用の仕組み、勤務期間などの違いを踏まえ、待遇ごとの目的

や性質に照らして、不合理な待遇差を設けないことが基本となり

ます。 

今回の改正では、賞与、退職手当、家族手当、住宅手当、無事故

手当などについて、どのような場合に待遇差が不合理となるのか

をより明確にしています。また、食堂や休憩室などの福利厚生施

設、夏季・冬季休暇、病気休暇、褒賞などについても、正社員と同

様の取扱いが求められる場合があることが示されています。 

特に重要なのが、定年退職後に再雇用された有期雇用労働者で

す。「定年後の再雇用だから」という理由だけで、正社員と異なる待遇にすることが当然に認められるわ

けではありません。各手当や賞与などについて、その支給目的や職務内容などを比較し、待遇差に合理的

な理由があるかを個別に判断する必要があります。 

また、パート・有期雇用労働者から正社員との待遇差について説明を求められた場合、事業主はその内

容や理由を説明できるようにしておくことが重要です。 

そのため、事業主は令和 8年 10月の改正に向けて、正社員、パート職員、定年後再雇用職員の基本給、

賞与、各種手当、退職金、休暇、福利厚生などを比較し、待遇差の理由を

整理しておく必要があります。重要なのは「非正規だから待遇が低くてよ

い」と考えるのではなく、待遇の一つ一つについて、その差が合理的に説

明できる制度になっているかを確認することです。故に合理的説明ができ

ないものは検討が必要です。 

※ガイドラインとは、法令に基づいて作成される補足的な指標として活用

され、法的拘束力はないものの、法令に即した行動が求められます。 

※詳細な内容については、労働局等の行政機関で確認してください。 

  

施設経営情報
社会福祉法人富山県社会福祉協議会

同一労働同一賃金ガイドラインの改正 

（令和８年 10 月１日から適用） 
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社会福祉法人会計基準の特徴 

社会福祉法人会計の特徴として、「適用範囲の一元化」と「会計の区分」を挙げることができます 

（１）適用範囲の一元化（法人で一本の会計単位） 

「基準」では、社会福祉法人が行う全事業（社会福祉事業、公益事業、収益事業）を適用範囲としま

す。さらに、法人全体での資産、負債等の状況を把握できるようにするため、公益事業及び収益事業

を含め、法人で一本の会計単位とされています。 

つまり、「全ての社会福祉法人の全事業」を適用範囲として一元化しています。 

（２）会計の区分 

計算書類あるいは附属明細書作成に当って法人全体を段階的に区分して集計及び作成をする事とさ

れています。特徴的な点は、施設・事業所毎の財務状況を明らかにするため、拠点区分を設けること

とし、また施設・事業所内で実施する福祉サービス毎の収支を明らかにするため、サービス区分を設

けることとしている点です。 

その区分内容は次のとおりです。 

①事業区分 

法人全体を「社会福祉事業」、「公益事業」、「収益事業」に区分します。 

②拠点区分 

事業区分を拠点（一体として運営される施設、事業所及び事務所）別に区分します。 

【例】特養にショート、デイサービスが併設されている場合は、１つの拠点区分とします。 

③サービス区分 

その拠点で実施する事業（例えば、特養、ショート、デイサービス等）別に区分します。 

上記の区分を図示すると次のようになります。 

※上記区分の図示は次ページ（３頁）に掲載しています。 

 

ありません。 

高齢化社会では、７０代でも仕事に就労している人の割合はどんどん増えてきています。 

会社に勤めている方で、６５歳以上７５歳未満の人で一定の障害を持っている方や７５歳以上の方は「後期

高齢者医療制度」に加入します、一般的な方は 65歳以上７５歳未満の間は「協会けんぽ」に加入しています。

７５歳になると「後期高齢者医療制度」に移行します。 

協会けんぽでは、「傷病手当金」という休業補償の制度はありますが、「後期高齢者医療制度」では「傷病手

当金」と同様な制度はありません。 

詳しくは「富山県後期高齢者医療広域連合」（TEL076-765-7501）までお尋ね下さい。 

  

施設経営のQ＆ ❶ 会計・税務等の様々な問題に 

専門相談員が、的確にお答えします。 

施設経営のQ＆ ❷

弊社では７５歳以上の高齢者も就労していますが、傷病手当金みたいな

ものはありますか？  

社会福祉法人会計の基本となる社会福祉法人会計基準の基本的な特徴について教えてください。 

労務管理の様々な問題に 

専門相談員が、的確にお答えします。 
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上記の区分を図示すると次のようになります。 
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